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第 3回 事業経営と事業の承継 
 

（行列・ベクトル） 
 

 
会計と経営のブラッシュアップ 

平成 26 年 7 月 14 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、相続税法とその通達及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。 
(取引相場のない株式の税務 森富幸著 2008.10 日本評論社刊)(時価評価と実務 辻・本郷税理士法人編 H21.9 税務経理協会刊) 

(事業承継対策の実務 Q＆A 小谷野公認会計士事務所著 2010.12 セルバ出版刊)(ゼロからの民法入門 近江幸治著 2012.2 成文堂刊)  
 
Ⅰ．相続税改正の概要（H27.1.1 以後の相続等） 
 

 

１． 見直しの背景 

(1) 最高税率の引上げ等 

 最高税率 50％→55％ 

 基礎控除 現行の 60％ 

  定額控除 5,000 万円→3,000 万円 

  相続人数控除 600 万円×n 人 
 

(2) 相続税課税 

 死亡者の約 4％と少数 

 地価と基礎控除のアンバランス 
 

(3) 地価の変化と基礎控除 

 （全国平均） 

 S58(100%) ― H3(200%) ― H24(85%) 

 （三大商業地） 

 S58(100%) ― H3(337%) ― H24(50%) ― H27(55%) 

 2,000 万円＋400n 万円 ― 4,800 万円＋950n 万円（現在、5,000＋1,000）万円 60% 
 最高税率 75% ― 70% （現在 50％） (H27.1) 
 

(4) その他 

① 未成年者控除 20 歳までの 1 年 6 万円→10 万円 

② 障害者控除 85 歳までの 1 年 6 万円→10 万円 （特別障害者は 2 倍） 

③ 小規模住宅の特例見直し  改正前上限 240 ㎡→330 ㎡等 

 

本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります 

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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２． 事業承継税制 平成 27 年 1 月 1 日以後（改正後） 

世界の事業承継税制のしくみ 
 

下記の国以外は相続税（無税又は所得税対応）はない 
 

国名 相続税の基礎控除 
非上場株式の 

評価軽減割合 

雇用要件 

勤務期間 

雇用要件の 

評価方法 

雇用要件未達成 

時の部分納付 

免除まで 

の期間 

先代の 

役員継続 

親族 

外承継 

最高 

税率 

日本 
5,000 万円＋ 

1,000 万円×法定相続人数 
80％軽減 5 年 

平均

80％ 

× 

(全 額 一 括 納 付 ) 

後継者死 

亡等まで 

代表権

なし○ 
○ 

％ 

55 

ドイツ 

配偶者：5,100 万円 

(50 万ユーロ) 

子：4,080 万円 

(40 万ユーロ) 

85％軽減 5 年 

○ 

(平均 80％) 

小規模企業 

は要件免除 

○ 5 年 ○ ○ 45 

フランス 

配偶者：免除 

子：1,625 万円 

(159,325 ユーロ) 

75％軽減 なし ― ― 4 年 ○ ○ 40 

イギリス 

配偶者：免除 

基礎控除：4,128 万円 

(32.5 万ポンド) 

100％軽減 なし ― ― 即時 ○ ○ 40 

アメリカ 5 億円（500 万ドル） ― ― ― ― ― ― ― 35 

（出所）経済産業省資料等 
 

事業承継税制の主な改正点（平成 25.4.1 以降） 
 

区 分 改正前 改正後 

経済産業大臣の確認 事前確認 廃止 

相続の開始又は贈与 

経済産業大臣の認定 【後継者】 

 先代経営者の親族 

 

親族以外も可 

 （贈与の場合） 

 役員を退任 

 

代表権を持たない役員は可 

申告・納付期限 【納税猶予額の計算】 

株式から債務等を控除 

 

株式以外から債務等を控除 

納税猶予期間 【納税猶予の取消事由】 

5年間毎年雇用の 8割維持 

 

5 年平均で 8割維持 

 【一部取消等の場合の利子税等】 

取消部分の相続税等を金銭納付 

 

延納・物納で選択可 

承継 5 年超で 5 年間の利子税免除 

 利子割合 2.1％ 利子割合 0.9％ 

（特例基準割合 2％の場合） 

 【贈与税の場合】 

先代に対する給与なし 

 

廃止 

 【資産保有会社等の判定】 

常時使用する従業員数 5人 

 

5 人には後継者と生計を一にする親族を含めないで計算 

 商品の販売、貸付等 後継者の同族関係者に対する貸付を除 外 

 取消事由の総収入金額「0」 総収入金額から営業外収益、特別利益を除外 
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５． 遺産にかかる基礎控除 
 

(1) 基礎控除 5,000 万円 

(2) 法定相続人数控除 1,000 万円×法定相続人の数 
 

 

６． 相続税額の加算 
 

 

７． 相続開始前 3年以内贈与 
 

 

８． 配偶者に対する相続税の軽減 
 

① 法定相続分相当額又は 1 億 6 千万円のいずれか多い金額 

② 申告期限から 3 年内の分割も可 

③ やむを得ない事情があるときは、税務署長の承認を受けて、分割でき

ることとなった日から4ヶ月以内に軽減の適用を受けることができる。 

④ 隠蔽・仮装の場合の不適用 
 

 

９． 相次相続控除 
 

10 年内に 2 回の相続が発生の場合 

前回の相続税額の一定割合相当額に、10 年に対する経過年数を乗じた額が

今回の相続税額から控除される。 

 

今回の相続財産にかかわりなく、10 年内残存年数割合分（前回税額 100

百万円で 3 年経過なら 70 百万円が控除できる）が各相続人の今回の税額

から単純に控除できる。 
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① 相次相続控除の算式 

 各相続人の相次相続控除額 ＝ Ａ × 
Ｂ―Ａ

Ｃ
 × 

Ｃ

Ｄ
 × 

10
10―Ｅ

 

 ただし、
Ｂ―Ａ

Ｃ
 ＞ 1 であれば 1 とする。 

 Ａ＝2 次相続の被相続人が 1 次相続で納めた相続税額 

 Ｂ＝2 次相続の被相続人が 1 次相続で取得した財産価額（債務控除後） 

 Ｃ＝2 次相続で相続人・受遺者全員が取得した財産価額（債務控除後） 

 Ｄ＝2 次相続で相次相続控除を受けようとする相続人が取得した財産価額 

   （債務控除後） 

 Ｅ＝1 次相続開始時から 2 次相続開始時までの年数（1 年未満切捨） 

 10＝10 年 

 

 

② 設例 

 今回の相続では、債務控除後の全相続財産は 2 億円で、このうち前回の相

続時に取得した財産 1 億 2,000 万円が含まれている。被相続人が前回の相続

時に支払った相続税額は 1,000 万円、相次相続控除を受けようとする相続人

の取得した財産価額は 4,000 万円とする。前回の相続発生以来 3 年 4 月が経

過している。 

（計算） 

 Ａ＝1,000 万円 Ｂ＝12,000 万円 Ｃ＝20,000 万円 

 Ｄ＝20,000 万円 Ｅ＝3 年（残存 7 年分 1,000 万円×0.7＝700 万円） 

 相次相続控除額 ＝Ａ × 
Ｂ―Ａ

Ｃ
 × 

Ｃ

Ｄ
 × 

10
10―Ｅ

 

 ＝ 1,000 万円 × 
000,1000,12

000,20
―

 × 
000,20
000,20

 × 
年

年年―

10
310

 

 
Ｂ―Ａ

Ｃ
 ＞ 1 となり 1 とする 

 ＝ 1,000 万円 × 1 × 
000,20
000,20

 × 
年

年

10
7

 

 ＝ 700 万円
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１０． 財産の評価 
 

(1) 地上権及び永小作権 

(2) 定期金に関する権利 

(3) 郵便年金契約等の権利 

(4) 立木 

 

１１． 土地・家屋の評価 
 

(1) 土地の評価上の区分 

(2) 土地の上に存する権利の評価上の区分 

(3) 宅地の評価 

(4) 家屋の評価 

 

 

１２． 有価証券の評価 
 

 

 

１３． その他の財産の評価 
 

 

 

１４． 評価計算の特例 
 

 

 

１５． 申告書 
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(贈与税) 
 

１． 納税義務者 
 

(1) 贈与により財産を取得した個人 
① 無制限納税義務者 
② 制限納税義務者 

(2) 個人とみなされる人格のない社団等 
(3) 個人とみなされる信託の受託法人 

 

２． 納税義務者 
 

３． 贈与によって取得されたものとみなされるもの 
 

(1) 信託の受益権 
(2) 生命保険金、損害保険金 
(3) 定期金に関する権利 
(4) 定額譲渡 
(5) 債務免除等 
 

４． 非課税財産 
 

(1) 法人からの贈与(一時所得) 
(2) 生活費、教育費(扶養義務者相互間) 
(3) 共益事業用財産 
 

５． 控 除 
 

６． 税 率 
 

７． 相続時精算課税 
 

(1) 一般の場合 
 

(2) 住宅取得等資金の場合 
 

８． 申告書の提出 
 

(1) 贈与を受けた年の翌年 2 月 1 日から 3 月 15 日の間 
(2) 更正の請求(その事由の生じた日の翌日から 4 ヶ月以内) 
 

９． 延納 
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法人・個人間の低額譲渡 
 
 

  譲渡した側  譲受けた側 
     
(1) 法人から法人へ  時価譲渡 

 
 時価譲受 

  (貸方) 譲渡益 
(借方) 交際費、広告費、

厚生費、寄附金等 

(貸方) 受贈益 
(借方) 資産等 

    
(2) 法人から個人へ  時価譲渡 

 
 時価譲受 

  (貸方) 譲渡益 
(借方) 役員賞与、交際

費、寄附金等 

 (貸方) 給与所得、退職所

得、一時所得等 

     
(3) 個人から法人へ  時価の 1／2 以上 OK 

 
 時価譲受 

  1／2 未満は時価譲渡 
(みなし譲渡)となる 

 受贈益が認定される 

     
(4) 個人から個人へ  時価の 1／2 以上 OK  時価譲受 

 
  1／2 未満は譲渡損は認

められない 
但し(みなし譲渡)の規

定はない。→贈与 

 時価と対価の差額相当

額が贈与税の対象とな

る 
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株式交換 

 

 

(H26.06.24) 
(H26.06.15) 

 

合併は他の法人の事業や資産を直接的に取得する行為であり、株式交換等は、

株式取得を通じての同様の効果があり、両者は共通性のある行為とされている。

そのため、合併等に関する税制と整合性が図られている。 
 
(1)ポイント 

 
① 100％親子関係をつくり出すことができる。 
② 既に存在している会社を完全親会社とするのが株式交換で、新たに完全

親会社を設立するのが株式移転である。 
③ グループ内の資本関係の整理の場合は、原則として、株主にとっては、

株式の交換であり、株式の売買にかかる税金負担は不要である。 
 
 

(2)留意点 

 
① 特定の承継者に会社のすべてを承継させる場合に、持株会社化による承

継手続が容易になる。 
② 複数の会社の株式の評価にあたり、類似業種比準価額方式が適用される

会社を完全親会社とするときは、子会社の株式の評価額を親会社の株式

の評価に取り込むことができる。 
③ 親会社が、株式保有特定会社などに該当することのないよう留意するこ

とが必要である。 
④ 税制適格要件を満たさないと時価課税が生じてしまう(法法 62 の 9①)。 

 
 

(3)消費税の取扱い 

 
① 株式交換等の有価証券の譲渡は、非課税取引に該当する(法法 6①)。 
② 従って、課税売上割合が低下する。 
③ なお、課税売上割合を計算する場合、分母に含める資産の譲渡の対価の

額は、有価証券等の譲渡対価の 5％相当額となる(消令 48⑤)。 
 

 

  



22 
株式交換とは、会社がその発行株式の全部を他の会社に取得させるこ

とにより、100％の親子関係をつくり出す組織再編である(法 2 三十三)。 
 

 

(H26.06.15) 
(H26.05.13) 

 

(A 社株主 a)  
 

(B 社株主 b) (A 社株主 a・旧 B 社株主 b) 株式交換契約を結び

(両社の株主総会特

別決議が必要)、A 社

の株式又は金銭等を

B社株主bに交付し、

A 社は B 社株式のす

べてを取得する 

       
  

 
 
 
 

    
A 社   A 社  

   
↓ 100％(強制的)    

B 社   B 社  
        

 

 

① 株式交換とは（通常の場合） 
 
完全親子会社関係を構築するために、一方の会社(A社)が他方の会社(B社)
の株主(b)からその株式を取得し、その対価として当該会社(A 社)の株式

(又は金銭その他の資産)を交付する会社法上の制度である。 
 
ここで、A 社の 100％親会社(X 社)の株式の交付も可であり、三角株式交

換と呼ばれる。株主(b)に交付する株式は、自己株式を代用交付すること

もできる。(交換比率と自己株式③) 
 
その結果、A 社は B 社の株式の 100％を所有し、A 社と B 社は完全親子

会社関係となる。 
 
   

 
 

(この頁の個人 a、b の場合は同族関係者ではない) 
  

株
主
ｂ
は
Ａ
社
株
式 

又
は
金
銭
等
を
受
取 

Ｂ
社
株
式
を
Ａ
社
へ 

 

完全親会社 A 社 

 

完全子会社 B 社 

株主 a 株主 b 

100％ 

A 社株 

B 社株 

株主 a 株主 b 

株式交換 
 

A 社 
 

B 社 
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② 株式交換のスケジュール 

 
 
それぞれの手続は、完全親会社(A 社)及び完全子会社(B 社)の双方に必要

である。また、株主総会手続、債権者の異議申述べ、反対株主の株式等の

買取請求等の手続は、効力発生日までに同時並行で行うことができる。 
 

株式交換契約書の作成（会社法 767 条） 
        

株式交換契約書等の備置き及び閲覧等（会社法 782 条、794 条） 
       原則 2 週間 

債権者の異議申述べ 
(会社法 789 条、799 条)  反対株主の株式等の買取請求  

(会社法 785 条、787 条、797 条)   
株主総会 

(原則として、特別決議) 
(会社法 783 条、795 条) 

 1 ヶ月以上   20 日前から前日まで  

効力発生 
    6 ヶ月    

株式交換に関する書面等の備置き閲覧（会社法 791 条、801 条） 
 
 
 

A 社(親会社)     
       

  交換前  増資 50  自己株 50交付 
       
資 本  100  100+50  100 
自己株式  △50  △50  △50－△50 
純 資 産  50  100  100 
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③ 株式交換 特例要件の検討（適格の場合） 

 
原 則： 完全子法人(B 社)の旧株主(b)が完全親法人(A 社)へ株式を譲り渡す行

為は、税務上、原則として、株式の譲渡取引と考え、旧株主(b)におい

ては譲渡損益を認識し、完全親法人(A 社)は、当該株式を時価で受入

れることとなる。 
 
適格株式交換：(共通支配下の株式交換) 

(ｲ) 完全親法人(A 社)が交付する資産が、完全親法人(A 社)の株式のみ

であり、金銭等の交付がないこと、 
(ﾛ) かつ、企業内における株式交換として一定の要件を満たすものであ

ること。 
(ﾊ) 株式交換前に、完全親法人(A 社)と完全子法人(B 社)との間に同一

の者(それぞれ株主 a､b)による完全 50％超の関係があり、株式交換

後も同一の者(それぞれ株主 a、b)による 50％超の支配関係が継続

することが見込まれていること。 
 

①(完全支配関係) 
 (同一の者) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A 社と B 社は 100％グループ内法人) 
 

②(50％超の支配関係) 
 

 

 

 

 

 

 

 

但し、②の条件 (1) 従業員の 8 割以上が継続勤務要件 
 (2) 事業継続(同一事業)要件 

 

(この頁の個人 a､b は同族関係者) 
  

60% 40% 

個人 a 個人 b …同族関係… 

 

A 社 
 

B 社 

70% 30% 

51% 51% 

個人 a 個人 b  

 

A 社 
 

B 社 
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株式交換の適格要件の表 
 

 
グループ内 

共同事業 100％支配 50％超支配 
当事者間 同一者 当事者間 同一者 

1 金銭等交付なし ○ ○ ○ ○ ○ 
2 従業者引継要件   ○ ○ ○ 
3 事業継続要件   ○ ○ ○ 
4 事業関連性要件     ○ 
5 規模要件または 

経営参画要件     ○ 

6 株式継続保有要件  ○  ○ ○ 
7 支配継続要件 ○ ○ ○ ○ ○ 
 
 
 
 
株式移転の適格要件の表 
 

 
グループ内 

共同事業 100％支配 50％超支配 
子法人単一 子法人複数 当事者間 同一者 

1 金銭等交付なし ○ ○ ○ ○ ○ 
2 従業者引継要件   ○ ○ ○ 
3 事業継続要件   ○ ○ ○ 
4 事業関連性要件     ○ 
5 規模要件または 

経営参画要件     ○ 

6 株式継続保有要件  ○  ○ ○ 
7 支配継続要件 ○ ○ ○ ○ ○ 
 
 
 

2)従業員ゼロの場合 ― ①非常勤役員のみ？ 
  ②事務は親会社に委託 
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④ 完全親法人の株式の取得価額 

 
 
(ｲ) 適格株式交換により完全親法人(A 社)が取得した完全子法人株式の取

得価額は、株主の数が 50 人未満の場合には、その株主(b)が有してい

た完全子法人株式(B 社)の交換直前の帳簿価額となる。 
株主数が 50 人以上の場合には、完全子法人の簿価純資産価額に相当

する金額となる。子法人の株主が少なければ、個々の株主の帳簿価額

を把握するのは容易だが、多数になれば、それぞれの帳簿価額の把握

が困難なためである。 
 

(ﾛ) 非適格株式交換等の場合には、取得価額は、完全子法人株式の時価と

なる(法令 119①二十五)。 
 

(ﾊ) 株式交換により増加する完全親法人(A 社)の資本金等の額は、完全子

法人の株式の取得価額となる。 
 
① 時価評価をする（非適格株式交換） 

すなわち時価による資産の取得価額 
② 簿価評価（適格株式交換） 

受入資産は簿価評価 
 

(ﾆ)株式の交換比率の例 

 
① 収益還元、類似会社、取引事例、市場価格等の方式 
② 類似業種（大会社等） 
③ 類似、時価純資産（中会社等） 

 
②、③の場合に、大会社と中会社の株式交換比率はどれか 
ｲ 大会社の子会社になるから、大会社の類似方式か？ 
ﾛ 交換前の評価方法か？ (両社はそれぞれ存続して行くから) 
ﾊ 時価純資産評価が公平か？ 

 
ハが正しいのではないか 
 

ﾆ なぜなら、ロは子会社を小会社にすることによって交換後の比

率を up できる(類似評価＜純資産評価のとき) 
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(ﾎ) 共通支配下の取引 

 
完全親会社において、株式交換の対価として新株を発行した場合には、

取得した当該完全子会社株式の取得価額をもって増加資本となる。 
株式交換の対価として、自己株式を処分した場合には、増加資本の額

から自己株式の帳簿価額を控除した差額を自己株式処分損益として処

理する。 
 
A 社と B 社が同一の株主であり、B 社の帳簿純資産額が 80 であった

とする。A 社における B 社株式の取得価額は 80、増加資本の額も 80
となる。これを新株の発行数と処分した自己株式数で按分し、新株の

発行に相当する額は、48(80×30／50)、自己株式の処分に相当する額

は 32(80×20／50)となる。 
そこで自己株処分差益(その他資本剰余金)は、32－20＝12 となる。 
 

B 社株式 80  株主資本○※  80 
   その他資本剰余金 12 
   自己株式 20 

 
※株主資本の内訳は、会社法の定めに従い、会社の意思決定による。 

 
 

⑤ 課税関係 
 
株式交換・株式移転は、適格・非適格にかかわらず、金銭の交付があった

としても、分割や合併と異なり、完全子法人の旧株主にみなし配当課税は

生じない。(その時点では、完全子法人の旧株主への精算は行なわれてい

ないためである。) 
 
完全親法人株式のみの交付を受ける場合には、適格・非適格にかかわらず、

株式譲渡益は生じない(法法 61 の 2⑨⑪、所 57 の 4①②)。(完全子法人の

株主は課税の繰延を受けることになる。) 
 
完全親法人の株式以外の財産の交付を受けた場合には、子法人の株式を時

価で譲渡したものとして譲渡損益の計算を行う。 
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株式交換の比率 

 
 

(H26.06.17) 
 

株 主  B/S  備 考 

     
株主 a  A 社 B/S   
(100%)    資本金 100   

    剰余金 900   
     
     

株主 b  B 社 B/S   
(100%)    資本金 100   

        
     
     
     
     
     
     

株主 a  交換後の A 社 B/S   
(91%)    資本金 100  時価純財産評価が上

記の通りとする 
(交換比率 10：100) 

株主 b  子会社株式 100 〃 10  
(9%)    資本準備金 90  

    剰余金 900   
     
     
     

株主 A 社  交換後の B 社 B/S   
(100%)    資本金 100   

        
     
     
  (株主 a､b は同族関係者) 
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交換比率を決める場合の評価方法(イ)、(ロ)、(ハ) 

 
 

(H26.06.25) 
(H26.06.17) 

 
№  場 合  備 考 
     
     

(ｲ)   A、B とも平等にするという意味で大会社の子会社となるから類似評価を想定    
      
    A 社評価  B 社評価 

  1,000   100     
評価額 ＠500  ＠300 
評価方法 大会社  大会社 

 ( 1 ：  0.6 ) 
 

 現状及び交換後の

各会社の状況は考

慮に入れなくてよ

いか？ 
 
←交換比率 

   B 社株式 1 株に付、A 社株式を 0.6 株を交付する    
      
      
      
      
(ﾛ)   A、B 各社は、交換と関係なく存在しているので会社規模による評価法    
     
    A 社評価  B 社評価 

  1,000   100     
評価額 ＠500  ＠800 
評価方法 大会社  中の小 

 ( 1 ：  1.6 ) 
 

 中、小企業(小規模)
有利？ 
(類似＜純資産時価) 
 
 
←比率 

   B 社株式 1 株に付、A 社株式 1.6 株を交付する    
      
      
      
      
(ﾊ)   (財産の結果)結局公平な時価純資産を想定   
      
    A 社評価  B 社評価 

  1,000   100     
評価額 ＠5,000  ＠500 
評価方法 時価純資産  時価純資産 

 ( 10 ：  1 ) 
 

  
 
 
交換比率としては公平か  
 
←比率 

   B 社株式 1 株に付、A 社株式を 0.1 株を交付する    
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100％ 

A％ 

(100－A)％ 

交換 

無対価株式交換 
 
 

H25.01.03 
 
１. 無対価適格株式交換が可能な場合 

 
次の図の通り、完全支配関係がある法人間での株式交換 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

(吉田博之編著 グループ法人税務の失敗事例 55 から 2011.5 東峰書房発行) 
 

上記でない無対価合併は、非適格株式交換となる 
 
 
 

 

一の者 

パターン 1 

100％ 100％ 

交換 

 

完全親法人 
 

完全子法人 

 

完全親法人の株式等 
を全部所有する者 

パターン 2 

 

完全親法人 

 

完全子法人 
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Ⅳ．事業の承継 
 

 

1. 人材、精神の承継(時間軸と範囲) 
(1) 事業承継の原点 

経営課題 
(2) 事業等の型 

事業、財産、同族、伝統、社会 
(3) 課題は、人材、合意、税金 
 

 

2. 財産の承継(生前) 
(1) 財産移転 

贈与、譲渡、遺言 
(2) 財産評価 

リスト、評価 
(3) 組織再編 

譲渡、分割、移転株式 
(4) 納税資金 

退職金、保険 
 

 

3. 財産の承継(相続) 
(1) 遺産分割 
(2) 遺産評価 
(3) 納税 
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4. 事業承継の手順 
 

 
(1) 現状分析 

 
 

(2) 基本方針 
 
 

(3) 事業の将来性 
 
 

(4) 後継者 
 
 

(5) 問題点の把握 
 
 

(6) 対策の立案、スケジュール 
項 目 現 在 中 期 長 期 

 
事業計画 

売上高(億円) 10 11 11 
経常利益(億円) 1 1 1 
純資産(億円) 10 10.6 11.2 
その他  自社ビルの取得 役員保険加入 

会社法務 相続人に対する譲渡請求の導入   
 

現経営者 
年齢(歳) 60 61 62 
役職 社長   
持株(％) 100 99 99 

譲渡・暦年贈与 
関係者の理解 家族会議  社内に計画発表 
株式・財産の分割  公正証書遺言の作成  
その他  保険加入注 1  

 
後継者 

年齢(歳) 30 31 32 
役職 他社 従業員 取締役 
持株(％) 0 1 1 

譲渡・暦年贈与 
教育 社内  本社工場  

社外 同業他社で修業  2 世塾参加 
備考 注 1 後継者以外の子供たちを受取人とする保険に加入 

注 2 後継者の意思や能力を見極めた後、自社株の相続税評価 
 が低い時期を見計らって贈与。贈与税の納税猶予制度を活用 

 
(7) 実 行 
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5. 事業承継リスク 
 

 
(1) 事業継続リスク 

 
後継者の明確化 
承継計画 
承継対策 
 
 
 

(2) 争い、トラブル 
 
遺言 
生前贈与 
財産組替 
 
 
 

(3) 納税リスク 
 
自社株評価 
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経営権と議決権割合 
 

 

(1) 経営権 議決権の過半数 
議決権の 3 分の 2 以上 

  
(2) 名義株の整理  
  
(3) 議決権割合  
 
決議種類 条文 定足数 決議要件 主な決議事項 
普通決議 会法 309① 議決権の

過半数 
出席株主の議決権

の過半数 
・役員の選任 
・取締役の解任 
・計算書類の承認 

特別決議 同② 同上 出席株主の議決権

の 2／3 
・定款変更 
・監査役の解任 
・組織再編 

特殊決議 同③  議決権を行使でき

る株主の半数であ

って、当該株主の

議決権の 2／3 

・全部の株式に譲渡

制限をつける定款

変更 

特別特殊

決議 
同④  総株主の半数、か

つ総株主の議決権

の 3／4 

・属人的株式のため

の定款変更 

 
 
(4) 新株予約権の付与  
  
(5) 従業員持株の付与  
  
(6) 中小企業投資育成の活用  
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7. 相続人等への売渡手続 
 

譲渡制限株式について、相続や合併により会社に好ましくない株主の参入

を防ぐための制度である。(会法 174～176) 
 
 
① 相続などにより株式を取得した者に対して、その株式を会社へ売渡すよ

う請求することができる。 
② 相続発生後も定款変更により、採用可能である。 
③ 特定の相続人等のみに売渡請求することができ、この請求に対して相続

人等は拒否することができない。 
 
 

・相続人等に対する株式売渡請求制度を採用するための定款変更例 

（相続人等に対する売渡請求） 
第×条  当会社は、相続、合併その他の一般承継により当会社

の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売渡し

することを請求することができる。 
 

・活用上の留意点／①売渡請求は一般承継を知った日から 1 年以内 

相続人等に対する売渡請求は、相続その他の一般承継があったことを

知った日から 1 年以内に、株主総会の特別決議を経て行わなければなり

ません(会法 175、176)。 
一般承継を知った日から 1 年を過ぎると売渡請求ができないことに留

意する必要があります。 
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【相続人等への株式売渡請求の対策例(資産管理会社を活用による)】 
 
 
 
 
 

 

・ 定款変更により相続人等への売渡

請求を定めれば、他株主の相続人に

対して売渡請求が可能 
・ ただし経営者に相続が発生した場

合、経営者の相続人は株主総会決議

(株式売渡請求決議)に参加不可→議

決権 75％(＝30％÷(1－60％)を有

する他株主の特別決議により X 社

をのっとられてしまうおそれあり 

・ 経営者の保有する X 社株式を資産

管理会社 Y 社に移動しておく 
→経営者に相続が発生しても X 社

株主に変動はないので、株式売渡請

求により他株主に X 社をのっとら

れるおそれはなくなる 
・ 他株主に相続が発生した場合は、他

株主の相続人に対して売渡請求が

可能 
 
 
   ①  資産管理会社を設立し、資産管理会社に先

代経営者の株式を移動しておく    
    

   ②  先代経営者所有の株式の譲渡制限を生前に

はずしておく    
    

   ③  少数株主保有の株式を取得条項付株式にし

ておく 少数株主による会

社乗っ取りの可能

性を排除する施策 

  
  

  ④  少数株主保有の株式を無議決権株式にして

おく    
    

   
⑤ 先代経営者の相続人に黄金株を付与しておく    

    

   
⑥ 生前贈与で株式を移動しておく    

 

 

経営者 
 

後継者 他株主 
(個人) 

60％ 10％ 10％ 

 

X 社 

 

経営者 
 

後継者 他株主 
(個人) 

 

X 社 

Y 社 

100％ 

10％ 30％ 

60％ 
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8. 議決権制限株式 
 

（甲種類株式） 
第×条  甲種類株式を有する株主（以下「甲種類株主」という。）

は、株主総会にて議決権を有しない。 
 

 議決権制限なし A 旧商法 B 会社法 C 
発行済み株

式の構成 
普通：1,000 株 普通：500 株 

無議決権：500 株 
普通：1 株 
無議決権：999 株 
       (※) 

株 価 百万円 普通：百万円 
無議決権：百万円  

普通：百万円 
無議決権：百万円 

会社株価 1,000 百万円 普通：500 百万円 
無議決権：500 百万円 

普通：百万円 
無議決権：999 百万円 

ポイント 1,000 百万円なけ

れば経営権の承継

ができない 

総株主の半数、かつ総

株主の議決権の 3／4 
百万円で経営権の承

継を行うことがで

きる 
※ただし、株式譲渡制限のない会社（公開会社）では、議決権制限株式の

総数は発行済株式総数の 2 分の 1 まで。 
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9. 配当優先株式 
 
 

（剰余金の配当） 
第×条  当会社は、普通株式を有する株主（以下「普通株主」

という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に対して剰余金の配当（配

当財産が金銭の場合に限る。）を行うときは、当該配当

に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録され

た甲種類株式を有する株主（以下、「甲種株主」という。）

または甲種類株式の登録質権者（以下、「甲種類登録株

式質権者」という。）に対し、当該配当に先立ち、甲種

類株式１株につき、当該配当において普通株式１株に対

し交付する金銭の額に、125％を乗じた額（小数点以下

は切り捨てる。）の剰余金の配当（以下、「甲種優先配当」

という。）を行う。 
 

２  当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載ま

たは記録された普通株式または普通登録株式質権者に

対して剰余金の配当（配当財産が金銭の場合に限る。）

を行わないときは、当該株主名簿に記載または記された

甲種類株主または甲種類登録株式質権者に対しても剰

余金の配当は行わない。 
 

３  甲種優先配当の全部または一部が行われなかったと

きは、当会社は、その不足額を累積し、毎事業年度末日

の最終の株主名簿に記載または記録された甲種類株主

または甲種類登録質権者に対し、甲種優先配当に先立

ち、累積した不足額の剰余金の配当（以下、「甲種累積

未払い配当」という。）を行う。 
 

４  当会社、甲種類株主または甲種類株式質権者に対し、

甲種優先配当及び甲種累積未払配当以外の金銭を配当

財産とする剰余金の配当を行わない。 
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10. 取得条項付株式 
 
 
 
11. 全部取得条項付株式 
 
 
 
12. 拒否権付株式（黄金株） 
 
 
 
13. 役員選解任付株式 
 
 
 
14. 属人的株式 
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15. 自社株譲渡の課税 
 

 

(1) 自社株の譲渡の類型 
① 個人から個人へ 経営者から後継者へ 
② 個人から法人へ 経営者から発行会社へ 
③ 法人から法人へ 法人株主から発行会社へ 

 
【個人株主が持株を発行会社に譲渡した場合】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①みなし配当（300） 
②売却損（△100） 

＜前提＞ 
取得価額：300 
売却価額：500 
資本金等：200 
配当控除を加味した総合課税の限

界税率は 43.6％とし、売却損にか

かる税効果はないものとする 
 

＜第三者に売却した場合＞ 
所得税等＝(500-300)×20％＝40 
 

＜発行会社に売却した場合＞ 
所得税等＝300×43.6％＝130 

 
 
【法人株主が持株を発行会社に譲渡した場合】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①みなし配当（300） 
②売却損（△100） 

＜前提＞ 
取得価額：300 
売却価額：500 
資本金等：200 
法人税率は 40％とし、売却株式は

関係法人株式等に該当しないもの

とする 
 

＜第三者に売却した場合＞ 
所得税等＝(500-300)×40％＝80 
 

＜発行会社に売却した場合＞ 
所得税等＝(300×50％-100)×40％＝20 

 
 

 

 

売
却
価
額 

利
益
積
立
金 

資
本
等 

取
得
価
額 

② 
① 

 

売
却
価
額 

利
益
積
立
金 

資
本
等 

取
得
価
額 

② 
① 
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【低額譲渡のときの課税関係】 
譲渡の形態 譲渡者 取得者 
個人→個人 ― 贈与税 
個人→法人  時価の 2 分の 1 未満の場合、

みなし譲渡(取得者が同族会社

であれば、2 分の 1 以上でもみ

なし譲渡とされる可能性あり) 

 受贈益 

法人→個人  寄附金、役員給与  一時所得、給与所得 
法人→法人  寄附金  受贈益 
 
【非上場株式の税法上の時価】 

譲渡者 取得者 適正な価額 
譲渡者 取得者 

個人 個人 相続税法上の時価 相続税法上の時価 
個人 法人 所得税法上の時価 法人税法上の時価 
法人 個人 法人税法上の時価 所得税法上の時価 
法人 法人 法人税法上の時価 法人税法上の時価 

 

 







43 

 

17. 相続財産の分与と国庫帰属 
 

 

 

18. 包括遺贈・特定遺贈 
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20. 相続の一般常識 
 

 

H26.05.31 
 

相 続  人が死んだとき、その死者の財産を妻、子などの近親者

が受け継ぐこと 
   
   
相続財産  被相続人が死亡の時に持っていた財産、遺産 
   
   
法定相続分  配偶者と子が相続人である場合の相続分は、配偶者 2 分

の 1、子 2 分の 1 
   
   
遺産分割協議  共同相続人全員の話合いによる遺産の分割 
   
   
孫への学資   
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相続税申告チェックリスト 
 

被相続人の氏名  

 同 住所  

相続人代表の氏名  

 同 住所  

 同 電話  

 同 FAX  

 同 携帯  

相続発生日 平成  年  月  日 

準確定申告期限 平成  年  月  日 

遺産分割確定日 平成  年  月  日 

相続税申告期限 平成  年  月  日 

申告書提出日 平成  年  月  日 

提出先税務署  

紹介者  

報酬契約  

不動産登記  

今後の確定申告  

前回相続発生日 平成  年  月  日 

 

 

見直し日  チェックリスト 頁  サイン  備 考 
       
H25.08.12  1～10     
H25.10.17  4,5,6,9  E,K   
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チェックリストの検討結果 

 
 

  
  

被相続人  
  

作 成 者   .  . 
  

検 討 者   .  . 
 
 
№  問題点・疑問点・内容  検 討  訂 正 

       
１．       
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相続税の申告チェック表 

 
 
被相続人         作 成  ． ． ．  
相続開始年月日  ．  ．   チェック  ． ． ．  
 

NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

1 親族等関係図、相続財産一覧表は作成（入手）済

みか。 
   

1-1 遺言の有無を確認したか。    

1-2 原戸籍謄本    

1-3 住民票の除票    

1-4 法定相続人で未成年者、障害者の有無(未成年者障

害者控除あり) 
   

1-5 法定相続人の人数 
養子の有無、欠格者、被廃除者についての確認 

   

1-6 相続放棄をする人がいるか    

1-7 被相続人と同居の家族(参考)    

1-8 相続人全員の戸籍謄本、戸籍抄本、住民票、印鑑証明     

1-9 特別代理人候補者の戸籍謄本 
法定相続人の内に未成年者がいる場合 

   

1-10 特別代理人候補者の住民票抄本、印鑑証明 
法定相続人の内に未成年者がいる場合 

   

1-11 申立人・子の戸籍謄本 
法定相続人の内に未成年者がいる場合 

   

1-12 身体障害者手帳の写し等 
法定相続人の内に障害者がいる場合 

   

1-13 相続税の納税猶予に関する適格者証明書 
法定相続人の内に農業相続人がいる場合 

   

1-14 準農地該当証明他 
法定相続人の内に農業相続人がいる場合 

   

1-15 担保提供財産の明細書 
法定相続人の内に農業相続人がいる場合 

   

1-16 遺産分割協議書 
未成年者がいる場合、その特別代理人が分割協議に参加しているか  

   

1-17 遺産分割協議書 
押印されている印章は印鑑証明を受けている印章か。印鑑証明は添付されているか。  

   

1-18 代償分割 
代償金の支払状況等の確認 
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

2 準確定申告は必要ないか。 
   

2-1 経歴書・趣味・確定申告等の控え 
過去 3 年以上 

   

2-2 被相続人の経歴から資産形成と計上は妥当か 
   

2-3 被相続人の病歴から意思能力はいつまでか 
   

2-4 死亡前 10 年間に相続ある場合、 
相続税申告書の確認 

   

3 住所と本籍地が異なる場合、本籍地に所有不動産

の申告漏れはないか。 
   

3-1 土地の登記簿謄本チェック 
   

3-2 土地の地形図・実測図・航空写真等確認 
土地・建物の概要図チェック 

   

3-3 借地権割合等チェック 
正面路線価の借地権割合を適用しているか 

   

3-4 借地・借家がある場合の賃貸借契約書 
｢土地の無償返還に関する届出書｣があればこれも必要  

   

3-5 借地の場合の賃貸借契約書 
｢借地権の地位に変更がない旨の申出書｣は提出されていないか  

   

3-6 借地の場合の賃貸借契約書 
｢借地権の使用貸借に関する確認書｣は提出されていないか  

   

3-7 個別事情のある土地等は、現場の写真等 
がけ地、著しい傾斜地、道路より高い(低い)位置にある土地等  

   

3-8 路線価評価地域に存する土地について、利用状況

を現地調査にて確認したか 
   

3-9 セットバック、都市計画道路、不整形地等などの

評価減について、その適否を確認したか 
   

3-10 鑑定評価などの特殊な評価をしたか 
   

3-11 広大地評価の適否を確認したか 
   

4 名寄帳により全ての土地、家屋の謄本、公図、評

価証明書を入手したか。 
   

5 先代名義のままになっている不動産の申告漏れは

ないか。 
   

6 借入金がある場合、死亡前 3 年以内の不動産購入

資金ではないか。借入金の使途 
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

7 建物がある場合、建物の面積に比べて敷地面積が

小さ過ぎないか。 
   

7-1 建物等の登記簿謄本チェック 
   

7-2 建築確認書または契約書 
未登記の場合のみ 

   

7-3 購入時(新築時)の売買契約書    

7-4 所得税申告時の減価償却の計算書    

7-5 所有建物等 
所在地、面積、構造、用途等記入のもの(市町村の｢土地・家屋名寄帳｣が便利)  

   

7-6 所有建物等 
建築中の家屋はないか 

   

7-7 所有建物等 
広告等、橋、プール等の構築物はないか 

   

7-8 所有建物等 
庭園があれば、どの程度のものか 

   

7-9 所有建物等 
借家権として権利金等の名称で取引、所有したものはないか  

   

7-10 賃貸マンション等がある場合、自用分の部屋はないか     

8 建物がある場合、敷地はすべて申告されているか。

特に借地権等の申告漏れはないか。 
   

9 現況宅地であるにもかかわらず、公簿地目で申告

されていないか。 
   

10 相次相続の場合、第 1 次相続によって取得した不

動産等の申告漏れはないか。 
   

11 倍率は適当か。（特に、同一地域で倍率が複数ある

場合には、注意を要す。） 
   

12 計算の基礎となる固定資産税評価額は、添付され

た証明書等の金額と一致するか。 
   

13 路線価評価物件の評価は適正か。    

13-1 地区区分は正しいか。    

13-2 奥行価格補正、不整形地補正、間口狭小補正等の

漏れはないか。 
   

13-3 側方路線影響加算等の漏れはないか。 
   

14 小規模宅地等の特例計算は適正か。 
（H22 年改正に注意。） 
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

15 一区画の土地の中に自用部分と貸家建付地部分等

按分の妥当性 
   

16 建築中の建物等がある場合、敷地は宅地で申告さ

れているか。 
   

17 市街地農地（市街地周辺農地）及び市街地山林等

の評価は適正か。 
   

18 過去の譲渡代金の妥当性。    

19 負担付贈与又は対価を伴う取引により取得した土

地等及び家屋等は取引価額によっているか。 
   

20 取引相場のない株式の評価は適正か。    

20-1 評価会社の区分は正しいか。    

20-2 類似業種の業種区分、年月等は適正か。    

20-3 純資産価額は相続税評価額で計算されているか。    

20-4 過去の株式の移動は適正か    

20-5 株価計算で保険未収を計上しているか    

20-6 株価計算で未払退職金を計上しているか    

20-7 2 期 2 要素マイナスの場合類似は出来ない    

20-8 無記名債権の計上をしているか    

20-9 公社債 ①一覧表    

20-10 公社債 ②証券会社の発行する残高内訳    

20-11 公社債 ③評価方法は妥当か    

20-12 貸付信託・投資信託・受益証券はその一覧表    

20-13 
株式等に関する権利(未払配当に注意) 
新株引受権、株式引き受けによる権利、新株無償

交付期待権、配当期待権はないか 

   

20-14 
取引相場のある株式(所有名義に注意) 
上場株式等一覧表…銘柄、持株数(単位未満株に注意)  
証券会社「保護預かり残高表」 
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

21 定期預金等の経過利子の計算は適正か。 
   

21-1 定期性預金のもれがないか。 
   

21-2 個人事業者の場合は、現金出納帳 
   

21-3 過去 3 年間程度の通帳一式 
   

21-4 預金(貯金)残高証明書 
   

21-5 相続前後の戻された預金等費消された現金 
   

21-6 直前引出し現金を財産に加算しているか 
   

21-7 郵便局の貯蓄を計上しているか 
   

21-8 名義預金の検討をしたか 
   

21-9 収入のない配偶者に預金はないか 
   

21-10 現金・預金の管理者は誰か 
   

21-11 
被相続人、相続人、被相続人の同居親族の過去 5
年分の通帳を確認したか 
相続人の預貯金について確認したか 

   

22 賃貸マンション等がある場合、保証金の預り分は、

申告面に反映されているか。 
   

23 
生命保険金の受取人が指定されているにもかかわ

らず、遺産分割協議で指定人以外の人が取得して

いないか。（贈与税の課税対象） 

   

23-1 保険証券、死亡受取保険金の支払明細書等、保険

証書の写し、保険料受領書 
   

23-2 弔慰金・退職金支払調書 
   

23-3 退職金が同族会社から支払われる可能性は 
   

23-4 退職年金の有無 
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

24 相続前 3 年内の相続人への贈与があるか確認した

か。 
   

24-2 生前贈与加算 生命保険の権利評価 
保険料を被相続人が支払っている場合は、権利評価が必要  

   

24-3 贈与不成立の判定 
法的に贈与が成立していない場合は相続財産として加算して申告する  

   

25 添付書類の内容、配列は妥当か。 
   

26 
未収となっている財産がないか。（年金、給与、地

代、家賃、配当等） 
   

26-1 過去に不動産の売却(10 年以上前も)退職金入金等

で入った資金がないか    

26-2 子や孫が自宅購入をしていないか、その資金は誰

が出したか    

26-3 売掛金、受取手形、その他一覧表    

26-4 家庭用財産、書画、骨董、貴金属の一覧表    

26-5 車輌査定書、車検証    

26-6 立竹林 
樹種や樹齢等の確認、現地確認    

26-7 貸付金の契約書    

26-8 訴訟中の権利    

26-9 営業権(超優良個人企業の場合のみ)    

26-10 電話回線    
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NO. チェック項目 妥 当 要検討 該当なし 

27 
未払となっている債務がないか。（準確定申告の税

金等） 
   

27-1 病院等への未払明細書(請求書)    

27-2 買掛金、支払手形等一覧表    

27-3 借入金の残高証明    

27-4 カード利用明細    

27-5 特定公益法人等への寄付    

27-6 葬祭費用領収書(日付に注意) 
通夜・葬儀に要した費用    

27-7 葬祭費用領収書(日付に注意) 
香典返しや法会に要した費用は含まれていないか    

27-8 葬祭費用領収書(日付に注意) 
墓碑等の購入費は含まれていないか    

27-9 葬祭費用の負担者(請求書等の宛名)の確認    

28 相続直前の不動産の売買契約の確認。 
   

29 同族会社との貸借関係は考慮しているか。 
   

30 ゴルフ、レジャー会員権のもれはないか。 
ゴルフ会員権等の評価は実勢と比較して妥当か。 

   

31 二次相続の必要があるか 
   

32 代償相続の場合の支払資金は妥当か 
   

33 納税（資金）の支払で贈与は生じていないか 
   

34 相続時精算課税の加算はないか 
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  財産評価必要資料   
 

（ 個 人 関 係 ） 

№ 資 料 名 期間等 備 考 

1 土地、建物登記簿謄本 最近のもの  

2  〃  〃 評価証明 今年 1 月 1 日  

3 〃  〃 所在付近の略図  ゼンリン地図 

4 〃  〃 使用状況   

5 借地契約概要、所在地、使用状況   

6    

7 構築物、立木等   

8    

9 会員権  ゴルフ等 

10 非上場株式 会社関係  

11 上場株式（銘柄、株数）   

12 債権（種類、額面金額）   

13 預金（ 〃 、  〃  ）   

14 高価なもの  宝石・書面・骨董品等 

15 財産権  特許権・鉱業権・営業権等 

16 その他（種類、金額）  電話・船舶・車両等 

17 貸付金（名称、金額）   

18 生命保険金、年金、退職金   

19 生保契約、掛金   

20 未収入金  家賃・給与等 

21 借入金   

22 貸家等の預り保証金   

23 未払金   

24 その他  税金等 

25    

26    

27 親族関係図   

28 相続予定表   

29    

30 相続人の明細（戸籍謄本等）   

 10 年内の相続ないか   

 3 年内の相続ないか   

    

以上の財産は他人名義のものも含む。 
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概算正味遺産総額算出表 
 

（単位：千円） 

遺産の種類 時価 遺産の概算評価 相続税評価額 

土

 

地

 

地

 

主

 

自用宅地  時価×(40～60%)程度  

貸宅地  時価×(40～60%)×(30～60%)程度  

貸家建付地  時価×(40～60%)×80%程度  

借
主

 

借地権  時価×(40～60%)×(40～70%)程度  

貸家建付借地権  時価×(40～60%)×(40～70%)×70%程度  

農地・山林  時価×(20～40%)程度  

家
屋

 

自用家屋  固定資産税評価額  

賃貸家屋  固定資産税評価額×70%  

事業用財産  帳簿価額  

株
式
等

 

上場株式  時価  

非上場株式  個別評価（概算計算の目安なし）  

公社債・信託  額面金額程度  

預金・貯金  残高＋利息  

家庭用財産  時価×(30～60%)程度  

生命保険金  保険金－5,000 千円×法定相続人数   

退職金  退職金－5,000 千円×法定相続人数   

ゴルフ会員権  時価×70%  

その他財産  時価×(30～60%)程度  

財産合計額    

債務合計額 △ 全ての債務の金額 △ 

葬式費用 △ 葬式費用の金額 △ 

正味遺産総額    
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行列・ベクトル 
 

平成 26 年 7 月 14 日 

 

本レジュメは、次の各書を参考にさせていただいて作成した。 

（行列・ベクトル 佐藤敏明著 2003.11 ナツメ社刊） 

（実務数学講座テキストⅡ ㈶実務教育研究所） 

 

 

Ⅰ 行 列 
 

1. 行列とは、 

数を長方形や正方形に並べて、表にすると、状況（共通点や相違

点）がわかりやすい。 

これを一つのものとして扱う。 

(1)行 

(2)列 

(3)成分（2,3） 

(4)行列（ｍ行×ｎ列） 

 A,B,C… 

(5)数  a,b,c… 

 

 

2. 数とは、 

(1)自然数 1,2,3,… 

(2)整 数 自然数(+)-1,-2,-3,… 

(3)分 数 
ଵ
ଶ
，

ଶ
ଷ
，-

ଵ
ଶ
，… 

(4)有理数 整数(+)分数 

(5)無理数 分数で表せない 

 面積が 2 ㎡の一辺の長さ 

 √2,√ܽ,… 

(6)実 数 有理数(+)無理数 

(7)虚 数 二乗して正にならない、マイナスになる数 

 ݅ଶ＝-1 

(8)複素数 実数(+)虚数  
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3. 行列の足し算 

同じ位置にある数どうしを足し算する 

ቀ2 5
3 10ቁ + ቀ3 7

4 15ቁ＝ቀ2 + 3 5 + 7
3 + 4 10 + 15ቁ＝ቀ5 12

7 25ቁ 

 

 

4. 多変量解析 

人間の生活している、3 次元空間を超えて、 

 

 

5. 数の結合法則と交換法則 

 (a+b)+c=a+(b+c) 

  a+b=b+a,a×b=b×a 

 

 

6. 分配法則 

a×(b+c)=a×b+a×c 
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行列の計算 

  加法（足し算）  乗法（かけ算） 

     

結合法則  (A+B)+C=A+(B+C)  (AB)C=A(BC) 

     

交換法則  A+B=B+A  ※成立しない 

     

分配法則  A(B+C)＝AB+AC  同左 

  (B+C)A=BA+CA  同左 

     

零行列  A+0＝0+A=A  AE=EA=A 

単位行列     

     

和の逆元 

逆行列 

 A+(-A)＝(-A)+A＝0  AA-1＝A-1A＝E 

 

 

逆行列 

 AA-1＝A-1A＝E となる A-1を逆行列という。 

 A＝ቀܽ ܾ
ܿ ݀ቁの逆行列 A-1は 

 ad-bc≠0 のとき 

＝ଵିܣ 
ଵ

௔ௗି௕௖
ቀ ݀ −ܾ

−ܿ ܽ ቁ 

 

 ad-bc=0 のとき存在しない。 
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7. 力としてのベクトル 

長さや重さは、それを図る単位を定めれば、1 つの数によって表

わすことができる。 

しかし、力は単一の数だけでは十分に表しえない。 

例えば、ある物体に 5ｇの力を加えると言っても、これだけでは

5ｇの力で押すか、それとも引っぱるのか明確でない。 

つまり力を表わすには、大きさを表わす数とともに、それが作用

する向きをも表示しないと完全ではない。 

 

ベクトル量＝大きさ＋向き 

 

スカラー量＝大きさ 

 

矢線の長さで力の強さ（ベクトルの大きさ）を表わし、矢の向き

が力の作用する向きを表す。 

 

     Ｒ 

  Ｑ    

      

      

   Ｐ   

Ａ      

 

ＰとＱという 2 つの力が、物体Ａに作用することは、つまり物体

ＡにＲというひとつの力が作用していることになる。 

  

○ 
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8. 線形代数（ベクトルを代数的に扱う） 

x2 
    

 

5     R  

4       

3  Q     

2     P  

1      

x1 0  1 2 3 4 

 

P x1軸で 3、x2軸で 2 を ቀ3
2ቁと表現する 

Q  〃 1、 〃 3〃 ቀ1
3ቁ  〃 

すると R がቀ4
5ቁと得られる。 

 

これは、2 頁の№3 ということである。 

即ち P＝ቀ
ଵ݌
ଶ݌

ቁ、Q＝ቀ
ଵݍ
ଶݍ

ቁならば 

  R＝൬ ଵܲ + ଵݍ
ଶܲ + ଶݍ

൰となる。 

 

すなわちベクトルは、図（グラフ）でも代数的でも計算できる。 

 

3 次元の空間の中で矢線を考えると、それは空間内の中の矢線と

なる。 

  a3 

           

          a2 

 

a1 

a＝൭
ܽଵ
ܽଶ
ܽଷ

൱ b＝൭
ܾଵ
ܾଶ
ܾଷ

൱ c＝൭
ܽଵ + ܾଵ
ܽଶ + ܾଶ
ܽଷ + ܾଷ

൱  
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9. 4 次元以上のベクトル 

現実の世界は 3 次元であるが、数学は現実を超えて抽象の世界へ

導く。 

 

 

 

 

 

 

定義＝数学上の約束・・・守らなければならない 

 

n 次元のベクトル 

  a＝൮

ܽଵ
ܽଶ
⋮

ܽ௡

൲ 

数学では、ベクトルは単に数が並んでいるものをいう 

 

喫茶店のメニュー 

 Ａ店  Ｂ店  Ｃ店 

 円     

コーヒー 80  70  80 

ココア 70  70  70 

紅茶 100  90  100 

ジュース 120  100  120 

Ａ店とＣ店は値段に関して同等である。 

 

  

定義 1 －ベクトル－ 
ベクトルとは、いくつかの数を 1 列に並べたものを言う。 
並んでいる 1 つ 1 つの数をベクトルの成分といい、並んでいる数

の個数をベクトルの次元という。 
 

定義 2 －ベクトルの相等－ 

2 つのベクトルが相等しいとは、互いに対応する成分が等しいと

きをいう。すなわち、2 つのベクトルは、 

a＝൮

ܽଵ
ܽଶ
⋮

ܽ௡

൲     b＝൮

ܾଵ
ܾଶ
⋮

ܾ௡

൲ 

ܽଵ = ܾଵ、ܽଶ = ܾଶ・・・ܽ௡ = ܾ௡のとき、そのときに限り相等しい

といい、ܽ = ܾと書く。 
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10. ベクトルの計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定義 3 と定義 4 を合わせるとベクトル同士の減法ができる。つま

り a－b＝a＋(-1)b である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦ベクトルを横ベクトルにする場合には 1 をつける。 

a＝ቌ
1
2
⋮
3

ቍならば、ܽଵ＝(1,2,3)である。 

A と b の内積は 

ܽଵܾ＝(1,2,3) ൭
2
3
4

൱=1×2+2×3+3×4＝20 である。 

定義 3 －ベクトルの加法－ 

ベクトル a、b が同一個数の成分をもつとき、つまり次元が等し

いとき、相対応する成分の和を成分とするベクトル c を、a と b
の和といい、 
c＝a＋b と書く。（約束する） 
 

定義 4 －ベクトルのスカラー倍－ 
ベクトル a を k 倍すると、ベクトル a の成分をすべて k 倍した

ベクトルをつくることができる。 

a൮

ܽଵ
ܽଶ
⋮

ܽ௡

൲を k 倍したベクトル൮

݇ܽଵ
݇ܽଶ

⋮
݇ܽ௡

൲ 

であり、これを ka と書く。（約束する） 

 

定義 5 －ベクトルの内積－ 
同じ次元の 2 つのベクトルから、相対応する成分の積をつくり、

それらすべてを合計したものをベクトルの内積という。つまり、 

a＝൮

ܽଵ
ܽଶ
⋮

ܽ௡

൲ 、 b＝൮

ܾଵ
ܾଶ
⋮

ܾ௡

൲ 

であれば、ܽଵܾଵ + ܽଶܾଶ + ⋯ ܽ௡ܾ୬のことをベクトル a、b の内積と

呼び、（a,b）で表わす。 
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11. 行列 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例．対称する行と列の要素を加える。 

  Ａቀ1 2
3 4ቁ 、 Ｂቀ1 0

0 1ቁ 、 Ｃ＝Ａ+Ｂቀ2 2
3 5ቁ 

  

൮

ܽଵଵ ܽଵଶ
ܽଶଵ ܽଶଶ

…
⋯

ܽଵ௡
ܽଶ௡

⋮ ⋮
ܽ௠ଵ ܽ௠ଶ

 
…ܽ௠௡

൲ 

定義 6 －行列の定義－ 
m×n 個の数を、次のように方形に並べたものを行列という。 

そして、横に並んだ n 個の数の組を上から第 1 行、第 2 行・・・

第 m 行。縦に並んだ m 個の数を左から第 1 列、第 2 列、・・・第

n 列という。 

 

定義 2 －行列の加法－ 
m 行 n 列の行列Ａと、m 行 n 列の行列Ｂとの和、 

Ｃ＝Ａ＋Ｂ 
Ａ，Ｂの相対応する要素の和となる。 

Ａ＝൦

ܽଵଵ ܽଵଶ
ܽଶଵ ܽଶଶ

…
⋯

ܽଵ௡
ܽଶ௡

⋮ ⋮
ܽ௠ଵ ܽ௠ଶ

 
⋯

⋮
ܽ௠௡

൪ Ｂ＝൦

bଵଵ ܾଵଶ
ܾଶଵ ܾଶଶ

…
⋯

ܾଵ௡
ܾଶ௡

⋮ ⋮
ܾ௠ଵ ܾ௠ଶ

 
⋯

⋮
ܾ௠௡

൪ 

であれば、 

Ｃ＝Ａ＋Ｂ൦

ܽଵଵ + bଵଵ ܽଵଶ + ܾଵଶ 
ܽଶଵ + ܾଶଵ ܽଶଶ + ܾଶଶ 

…
⋯

 ܽଵ௡ + ܾଵ௡
 ܽଶ௡ + ܾଶ௡

⋮ ⋮
ܽ௠ଵ + ܾ௠ଵ ܽ௠ଶ + ܾ௠ଶ  ⋯ 

⋮
ܽ௠௡ + ܾ௠௡

൪ 
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例①Ａの要素№1 行を、Ｂの要素№1 列に乗する。 

Ａቀ1 3
2 4ቁ  Ｂቀ2 1

3 5ቁ 

Ｃቀ1 × 2 + 3 × 3 1 × 1 + 3 × 5
2 × 2 + 4 × 3 2 × 1 + 4 × 5ቁ＝ቀ11 16

16 22ቁ 

 

例②Ａの要素№行を、Ｂの要素№1 列に乗する。 

Ａቀ3 2
6 1ቁ  Ｂቀ4

5ቁ 

Ｃ＝ＡＢ＝ቀ3 × 4 + 2 × 5
6 × 4 + 1 × 5ቁ 

 
例③Ａの要素№1 行を、Ｂの要素№1 列に乗する。 

Ａ൭
3 0
1 1
5 2

൱  Ｂቀ4 7
6 8ቁ 

Ｃ＝ＡＢ＝൭
3 × 4 + 0 × 6 3 × 7 + 0 × 8
1 × 4 + 1 × 6 1 × 7 + 1 × 8
5 × 4 + 2 × 6 5 × 7 + 2 × 8

൱＝൭
12 21
10 15
32 51

൱ 

 
例④Ａの要素№1 行を、Ｂの要素№1 列に乗する。 
   （次に№2）     （ 〃 ） 
   （ 〃 №1）     （№2） 
   （ 〃 №2）     （ 〃 ） 

Ａቀ
ܽଵଵ ܽଵଶ
ܽଶଵ ܽଶଶ

ቁ Ｂ൬ܾଵଵ ܾଵଶ
ܾଶଵ ܾଶଶ

൰ 

Ｃ＝ＡＢ＝൬ܽଵଵ × ܾଵଵ + ܽଵଶ × ܾଶଵ ܽଵଵ × ܾଵଶ + ܽଵଶ × ܾଶଶ
ܽଶଵ × ܾଵଵ + ܽଶଶ × ܾଶଵ ܽଶଵ × ܾଵଶ + ܽଶଶ × ܾଶଶ

൰ 

  

定義 3 －行列の乗法－ 
m 行 n 列の行列Ａと n 行 l 列の行列Ｂとの積ＡＢは、m 行 l 列の

行列Ｃであり、その要素 cij が次のようなものである。 
Cij=ai1 b1j+ ai2 b2j+…+ ain bnj 
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Ⅱ．連立方程式 
 

1. 連立一次方程式 
ܽଵଵݔଵ + ܽଵଶݔଶ + ⋯ + ܽଵ௠ݔ௡＝ܾଵ …（1） 

ܽଶଵݔଵ + ܽଶଶݔଶ + ⋯ + ܽଶ௠ݔ௡＝ܾଶ …（2） 

 

ܽ௠ଵݔଵ + ܽ௠ଶݔଶ + ⋯ + ܽ௠௠ݔ௡＝ܾ௠ …（3） 

 

係 数…ܽଵଵ、ܽ௜௝ 

定数項…ܾଵ、 ௜ܾ 

変 数…ݔଵ、ݔ௠ 

 

ܽ௜ଵݔଵ + ܽ௜ଶݔଶ + ⋯ + ܽ௜௡ݔ௡＝ ௜ܾ 

∑ ܽ௜௝ݔ௝
௡
௝ୀଵ  であり 

上記の(1)は、∑ ܽ௜௝ݔ௝ = ܾଵ
௡
௝ୀଵ  

 

(2)は、∑ ܽ௜௝ݔ௝ =௡
௝ୀଵ ܾଶ 

 

(3)は、∑ ܽ௠௝ݔ௝ =௡
௝ୀଵ ܾ௠ 

とかける。 

代表として∑ ܽ௜௝ݔ௝ =௡
௝ୀଵ ௜ܾ(݅ = 1,2, … , ݉) 
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2. 連立方程式の表現法 

(1)ベクトルによる表現 

ଵݔ  +  ଶ=5ݔ
ଵݔ2  +  ଶ=14ݔ4

 ቀ1
2ቁ ଵݔ + ቀ1

4ቁ ଶݔ = ቀ 5
14ቁ 

 ቀ1
2ቁ = ଵܲ   ቀ1

4ቁ = ଶܲ   ቀ 5
14ቁ = ଴ܲとおけば、 

（ツル 頭 1 つに足 2 本） （カメ 頭 1 つに足 4 本） 

 ଵܲݔଵ + ଶܲݔଶ = ଴ܲとかける。 

 

一般的には 

 

ଵܲݔଵ + ଶܲݔଶ + ⋯ + ௡ܲݔ௡ = ଴ܲ 又は、∑ ௝ܲݔ௝
௡
௝ୀଵ = ଴ܲ 

とかける。 

 

(2)行列による表現 

行列で書けば、 

ቀ1 1
2 4ቁ ቀ

ଵݔ
ଶݔ

ቁ = ቀ 5
14ቁ となる。 

Ａ＝ ቀ1 1
2 4ቁ  Ｘ＝ ቀ

ଵݔ
ଶݔ

ቁ  Ｂ＝ ቀ 5
14ቁ 

 

とすればＡＸ＝Ｂとなる。 

これは連立方程式を 1 次方程式で表現したことになる。 

Ａ＝൮

ܽଵଵ ܽଶଵ
ܽଶଵ ܽଶଶ

 
⋯ ܽଵ௡
⋯ ܽଶ௡

⋮ ⋮
ܽ௠ଵ ܽ௠ଶ

 
⋮

⋯ ܽ௠௡

൲  Ｘ＝ቌ

ଵݔ
ଶݔ
⋮

௡ݔ

ቍ  Ｂ＝൮

ܾଵ
ܾଶ
⋮

ܾ௡

൲ 

とおけば、 

ＡＸ＝Ｂと書ける。 


